2014原子力規制関係法令集について
平成二十六年六月十三日法律第六十九号の改正にあたり、本文四七ページ「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和三二年法律第一六六号）」及び本文二〇八七ページ「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（昭和三十二年法律第百六十七号）」の中に未施行〔公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定める日から施行〕を含む箇所がありました。ここに改正文と現行条文を掲載してお知らせいたします。

平成二十六年六月十三日　法律第六十九号 

　　　行政不服審査法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律〔抄〕
　（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部改正）

第三百二十一条　核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和三十二年法律第百六十六号）の一部を次のように改正する。

　第七十条の見出しを「（審査請求）」に改め、同条第一項中「行政不服審査法（昭和三十七年法律第百六十号）による」を削り、同項に後段として次のように加える。

　この場合において、原子力規制委員会は、行政不服審査法（平成二十六年法律第六十八号）第二十五条第二項及び第三項、第四十六条第一項並びに第四十七条の規定の適用については、指定保障措置検査等実施機関の上級行政庁とみなす。

　　第七十条第二項及び第三項を削る。
附　則

　（施行期日）

第一条　この法律は、行政不服審査法（平成二十六年法律第六十八号）の施行の日から施行する。

○行政不服審査法(平成二十六年六月十三日法律第六十八号)

附　則

（施行期日）

第一条　この法律は、公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。ただし、次条の規定は、公布の日から施行する。
平成二六年六月三〇日現在で施行されている条文は以下のとおりです。
一二八ページ

(不服申立て等)

第七十条　この法律の規定により指定保障措置検査等実施機関が行う保障措置検査の業務に係る処分について不服がある者は、原子力規制委員会に対し、行政不服審査法(昭和三十七年法律第百六十号)による審査請求をすることができる。

２　この法律(第二十二条の三第一項及び第二項並びに第四十一条第一項及び第二項を除く。)の規定による処分の取消しの訴えは、当該処分についての異議申立てに対する決定(前項の規定により審査請求をすることができる処分にあつては、審査請求に対する裁決)を経た後でなければ、提起することができない。

３　この法律の規定による処分については、行政手続法第二十七条第二項の規定は、適用しない。
　（放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の一部改正）

第三百二十二条　放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（昭和三十二年法律第百六十七号）の一部を次のように改正する。

　第四十五条の見出しを「（審査請求）」に改め、同条第一項中「第五項」を「第四項」に、「この項及び次項」を「この条」に、「又は」を「若しくは」に、「処分に」を「処分又はその不作為について」に改め、「行政不服審査法（昭和三十七年法律第百六十号）による」を削り、同項に後段として次のように加える。

　この場合において、原子力規制委員会又は国土交通大臣は、行政不服審査法（平成二十六年法律第六十八号）第二十五条第二項及び第三項、第四十六条第一項及び第二項、第四十七条並びに第四十九条第三項の規定の適用については、それぞれ登録認証機関、登録検査機関、登録定期確認機関、登録運搬物確認機関、登録埋設確認機関、登録濃度確認機関、登録試験機関若しくは登録資格講習機関又は登録運搬方法確認機関の上級行政庁とみなす。

　　第四十五条第二項及び第三項を削る。

　　附　則

　（施行期日）

第一条　この法律は、行政不服審査法（平成二十六年法律第六十八号）の施行の日から施行する。

○行政不服審査法(平成二十六年六月十三日法律第六十八号)

附　則

（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。ただし、次条の規定は、公布の日から施行する。
平成二六年六月三〇日現在で施行されている条文は以下のとおりです。
二一二〇八ページ
 (不服申立て等)

第四十五条　この法律(第三十五条第二項から第五項までを除く。以下この項及び次項において同じ。)の規定による登録認証機関、登録検査機関、登録定期確認機関、登録運搬物確認機関、登録埋設確認機関、登録濃度確認機関、登録試験機関又は登録資格講習機関の処分に不服がある者は原子力規制委員会に対し、この法律の規定による登録運搬方法確認機関の処分に不服がある者は国土交通大臣に対し、行政不服審査法(昭和三十七年法律第百六十号)による審査請求をすることができる。

２　この法律の規定による処分の取消しの訴えは、当該処分についての異議申立てに対する決定(前項の規定により審査請求をすることができる処分にあつては、審査請求に対する裁決)を経た後でなければ、提起することができない。

３　この法律の規定による処分については、行政手続法第二十七条第二項の規定は、適用しない。

